
 

平塚市実費徴収に係る補足給付費交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５ 号）（以下「法」という。）第５９条第 

３項に規定する事業を実施するにあたり、必要な事項を定めるものとする。 

 

（趣旨） 

第２条 この要綱は、法第２０条第４項に規定する支給認定保護者（以下「支給認定保護者」という。）のう

ち、低所得で生計が困難である者の子どもが、特定教育・保育等（法第５９条第３項に規定する特定教育・

保育等をいう。以下同じ。）の提供を受けた場合において、当該支給認定保護者が支払うべき日用品等の

購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等（以下「実費徴収額」という。）の一部を給付すること

により、これらの者の円滑な特定教育・保育等の利用が図られ、もってすべての子どもの健やかな成長を支

援することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとおりとする。 

（１）保育所（園） 平塚市に所在する児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条に規定する保育

所をいう。 

（２）幼稚園 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園（国及び地方公共団体が

設置するものを除く。）であって、法第２７条第１項の規定による確認を受けたものをいう。 

（３）認定こども園 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園をいう。 

（４）小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業をいう。 

（５）給付事業 補足給付の対象となる実費徴収を行う事業をいう。 

 

（対象者） 

第４条 支給認定保護者のうち、低所得で生計が困難である者とは、本市に住所を有する支給認定保護者の

うち、生活保護世帯（以下「対象者」という。）とする。 

第４条の２ 市長は、平塚市暴力団排除条例（平成２３年条例第９号）第８条に規定する必要な措置として、

次に該当するものは、補助金等の交付の対象としないものとする。 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する

暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

２ 市長は、交付の決定を受けた者が前項に該当する場合は、交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又

は既に交付された補助金等の全部若しくは一部を返還させることができる。 

３ 市長は、必要に応じて、補助金等の交付の申請をした者又は交付の決定を受けた者が第１項に該当する

か否かを神奈川県警察本部長に対して確認を行うことができる。 

 

（給付対象経費および対象期間） 

第５条 補足給付の対象となる経費は日用品、文房具その他の特定教育・保育等に必要な物品の購入に要す



る費用又は特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用とし、補足給付限度額は児童１人当たり月

額２,５００円とする。 

２ 前項の費用の対象期間は、前条に定める対象者である期間のうち、当該年度の保育所（園）、幼稚園、認

定こども園、小規模保育事業、（以下「施設等」という。）に在籍している日に属する月の初日から当該

年度の末日までの期間とする。ただし、年度途中で退園する場合は退園日の属する月の末日までとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、同一月内に退園と入園を行い、双方の園で対象者となる場合の対象期間は、

退園日の属する月の月末までおよび、入園日の属する月の翌月初日から当該年度の末日までの期間とする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、第１０条の規定により認定を取り消された日が月の初日である場合の対象期間

は、認定を取り消された日の属する月の前月の末日までとし、認定を取り消された日が月の途中である場合

の対象期間は、認定を取り消された日の属する月の末日までとする。 

 

（給付費の額） 

第６条 給付費の額は、前条第１項に定める補足給付限度額に対象月数を乗じて得た額と実際の実費徴収

額合計を比較していずれか低い方の額とする。 

 

（申請手続） 

第７条 給付費の交付を希望する対象者は、「平塚市実費徴収に係る補足給付費交付認定申請書」 

（第１号様式）を当該年度３月３１日までに市長に提出しなければならない。 

 

（給付費交付対象の認定） 

第８条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査を行い、給付費の交付を認定し

たときは、「平塚市実費徴収に係る補足給付費交付認定通知書」（第２号様式） により、在籍している施設

等を通じて対象者に通知する。 

２ 市長は、前項の審査の結果、給付費を交付することが不適当であると認めたときは、理由を付して、

「平塚市実費徴収に係る補足給付費不交付認定通知書」(第３号様式)により、在籍している施設等を通じて申

請を行った者に通知する。 

３ 市長は、第１項の交付を認定した対象者（以下「認定対象者」という。）について、「平塚市実費徴収に

係る補足給付費認定者名簿兼代理受領等委任確認通知書」(第４号様式)により、在籍している施設等に対して、

認定対象者の名簿と、認定対象者が当該給付費の請求、受領、物品購入に関する権限を施設等の運営法人に委

任したことを確認した旨を通知する。 

４ 市長は、給付費の認定申請を受理後３０日以内に当該申請に係る認定又は認定しない旨の決定をするもの 

とする。 

 

（申請の取下げ） 

第９条 給付費の交付の認定申請を行った者は、前条第１項の規定による通知を受領した場合において、当

該通知の内容又はこれに付された条件に不服があり申請を取り下げようとするときは、「平塚市実費徴収

に係る補足給付費交付認定申請取下書」(第５号様式)により、申請の取下げを行うことができる。 

２ 申請の取下げをすることができる期間は、認定通知書を受けた日の翌日から起算して１０日とする。 

 

 



（認定の取消し） 

第 １０条 市長は、認定対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、認定を取り消すことができる。 

（１） 第４条第１項に規定する要件を欠いたとき 

（２） 施設等を退園したとき 

（３） 虚偽その他不正な手段により認定または交付を受けたとき 

（４） その後の事情変更により特別の必要が生じたとき 

２ 市長は、前項の規定により認定を取り消すときは、「平塚市実費徴収に係る補足給付費交付認定取消通知書」

（第６号様式）により、在籍している施設等を通じて対象者に通知するものとする。 

 

（異動の報告） 

第１１条 認定対象者は、次の各号のいずれかに該当するときは、「平塚市実費徴収に係る補足給付費異動報

告書」（第７号様式）により、在籍している施設等を通じて市長に報告するものとする。 

（１）氏名及び住所等の変更があったとき 

（２）その他給付費の交付に際して報告を必要としたとき 

 

（実績報告） 

第１２条 施設等の運営法人は、給付事業が完了したとき（給付事業が継続して行われている場合には当該

年度の末日）は、「平塚市実費徴収に係る補足給付事業実績報告書」（第８号様式）に、「平塚市実費徴収に

係る補足給付費認定者名簿兼代理受領等委任確認通知書」(第４号様式)の写し、及び領収書（領収書が存在

しない経費の場合は金額が明らかになる書類） を添えて、速やかに市長に報告しなければならない。 

 

（給付費の額の確定等） 

第１３条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けた場合において、当該報告に係る書類の審査及

び必要に応じて現地調査を行った上で、認定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付

すべき給付費の額を確定するものとし、「平塚市実費徴収に係る補足給付事業額確定通知書」(第９号様式)

により通知する。 

 

（給付費の請求） 

第１４ 条 前条の規定による通知を受けた施設等の運営法人は、速やかに給付費の請求書を市長に提出する

ものとする。 

２ 前項の請求額は、前条で確定した認定対象者全員の給付費の合計額とする。 

３ 市長は、請求を受けた日から３０日以内に当該請求に係る給付費を交付するものとする。 

 

（確定の取消し） 

第 １５条 市長は、認定対象者より委任を受けた施設等の運営法人が次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、第１１条で確定した給付費の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）虚偽その他不正の手段により給付費の確定又は交付を受けたとき 

（２）給付費を他の用途に使用したとき 

（３）給付費の確定の内容若しくはこれに付した条件その他規則又はこの要綱に基づき市長が付した条件



に違反したとき 

２  前項の取消しを行ったときは、「平塚市実費徴収に係る補足給付費事業額確定取消通知書」  (第１０号様

式)により通知するものとする。 

 

（給付費の返還） 

第１６条 市長は、認定対象者より委任を受けた施設等の運営法人に対する給付費の確定を取り消した場合に

おいて、対象事業の当該取消しに係る部分に関し既に給付費が交付されているときは、期限を定めて、その

全部又は一部の返還を求めることができる。 

２ 前項の規定による返還決定は、「平塚市実費徴収に係る補足給付費返還決定通知書」（第１１号様式）によ

るものとする。 

 

（関係書類の整備） 

第１７ 条 施設等の運営法人は、給付事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、第

１４条の通知を受けた日から５年間保存しなければならない。 

 

（その他） 

第１８ 条 この要綱に定めるもののほか、平塚市実費徴収に係る補足給付費の交付に関し必要な事項は、別

に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 
１ この要綱は、令和４年１１月１日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

（失効） 

２ この要綱は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（失効） 
２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う 

 


